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陪題提起
共同相続が起こった賃貸借契約の当事者(賃貸人または賃借入)が死亡し，
共同相続人にどのような場合，相続開始後の賃料債権または賃料債務1)は，
かたちで帰属するのであろうか。
賃借入が死亡し，共同相続によって複数の者がその賃借入たる地位を承継
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した場合，賃料支払債務は i(性費上の)不可分債務j になるとされる。こ
の考え方は古くからの判例であり 2)，学説もこれに賛同する 3)。他方，賃貸
人が死亡し共同相続が開始した場合，平成 17年に下された最高裁判決心
は，相続開始から遺産分割までの閤に相続賠産たる不動産から生じた賃料債
権が各共同相続人の相続分に応じて分割単独債権として確定的に帰属するこ
とを明らかにした。この判例の考え方は，判例評釈をみる限り，概ね肯定的
に捉えられているようである5)。したがって，冒頭の問いに答えるとすれ
ば，賃料債権または債務が共間相続される場合，相続開始後から遺産分割ま
での賃料債権は分割債権で，賃料債務は不可分債務になる， というのが判例
の立場であり，学説もこれと同様の見解を採っているといえるであろう。
しかし，賃料債権の可分性を一方で承認し他方で賃料債務の不可分性を説
くことに，三予庸はないのであろうか。賃料債権と賃料債務は，一つの給付を
債権・債務それぞれの視点で捉えたものである。したがって，両者を完全に
向ーのものとまではいわないとしても，表裏一体の関係にあるとみることに
は差し支えないであろう。そうであるとすれば，賃料債権の可分性と賃料債
務の不可分性というこつの性鷲は，両立しうるのであろうか。上で述べた判
例(そして学説)の立場は，賃料債権・債務の性賓を個々に理解する限りでは
妥当であるとしても，賃料債権・債務の性質を問時に把握しようとする際に
まで，論理整合性佐保っているといえるのであろうか6)。
問題の所在合より明確にするために，典型例として，家屋の賃貸借契約の
当初の賃貸人(僚権者)と賃借入(僚務者)が相次いで死亡し， それぞれにつ
いて共同相続が起こった場合を考えてみたいο 判例によれば，共同相続人た
る複数の賃借入は不可分積務を負うので，各人が賃料全額の支払いを?履行す
る責任を負うことになる。そこで，履行期日に一人(または複数)の寅潜入が
賃料金額を支払おうとするが，複数賃貸人の関では賃料債権が分割債権とさ
れるので，賃貸人の一人が賃料金額を受け取る権限はない。したがって，賃
借入(の一人または擾数人)が債務を履行しようとすれば，各賃貸人に対し，
その相続分に応じて賃料を支払うべきこととなる 7)。このことは，当然なが
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ら履行コストの増大をもたらす。
もちろん，当初の賃貸人と賃借入が相次いで死亡し， しかも共向相続が起
こるという事態が現実に起こることを心配する必要はないかもしれない。ま
た， この心配も，共同相続が開始した段階で相続人たる賃貸人と賃借入との
間で履行方法について新たな取決めがなされれば，解消される類いのもので
ある。また，後に検討するが，賃貸人が椙互に受領権限を付与するなど，他
の方法を探求すればよいかもしれない。しかし，履行方法に関する新たな約
定がなく，賃貸人間で、受領権限が授与されるなどの対処がなされなかった場
合，上に述べたような賃借入にとって不利な状況を生じてしまう。
そして，ここには事実としての問題が存在するだけではない。そもそも，
表裏一体であるはずの賃料債権と賃料債務について，一方には可分性を認
め，他方lこは可分性を否定することに，論理的な矛盾はないのであろうか。
本稿で検討したいのは，この問題である。
2 本稿の目的と構成
本稿は，多数当事者の{貴様錆務鵠係を考察するための一つの場面として，
賃料債権・債務が共同相続された場合を取り上げ，共同相続により賃料債
権・債務がどのような性費を帯びるようになるのかについて，判例や学説の
立場を紹介・検討し，その統一的把握の必要性を提唱しようとするものであ
る。
そのために，まずニでは，賃料債権の性質に焦点在?当てて論ずることとす
る。民法が分割主義を採っていることの影響もあり，判例は，相続による可
分債権の当然分割という考え方を示し続けてきたが， この判例法理を賃料債
権の共同相続にも適用することの可否について，判例とは異なる考え方を?明
らかにした下級審判決を紹介しながら，検討することとしたい。
次に三では，賃料債務の性費について検討する。上で述べた還り，賃料{責
務については，共同相続により性質上の不可分債務になると捉えるのが判例
375 
であり，学説もこれに賛同する。共同賃借入各自に全額責任そ課そうとする
のであれば，連帯債務でも「意思表示による不可分債務jでも開じであるの
に，なぜ「性質上の不可分{責務jが好まれるのかについて検討する。そし
て，賃料債務が不可分債務であることの理由づけ一一一不可分的利益の対価は
不可分一ーが賃貸錆契約から生じうる種々の債務関係にまで波及しうること
を，裁判例の紹介を通じて暁らかにすることとしたい。
二と三における考察を通じて，賃料債権・債務の性質を統一的に把握する
必要そ示すことができれば，続く屈において，最高裁平成 17年判決につ
き，批判的に検討を加えることとしたい。あくまでも本稿の問題関心一一賃
料積権は共同相続により当然分割されてよいのか一ーと関連する限りでの検
討となるが，最高裁平成 17年判決において分割主義を適用する必要があっ
たのかについて検証し，イ自の理論構成の可能性全探ることとする。
以上の検討をふまえ，五で私見を提示する。ここまででも繰り返してきた
が，本稿では，共同相続により賃貸借契約の当事者が複数化した場合の処理
につき，賃料債権と賃料債務とが表裏一体の関係にあることに鑑み，不可分
僚機・債務としての性質が与えられるべきであると考えている。すなわち，
賃料債務の掃属に関する判例・学説の立場を維持しつつ， それと王子氏守合わ
せるかたちで，賃料債権に関しては他の可分債権の共同相続とは切り離して
把握しようとするものである。
共同栢続人たる複数賃貸人間における
賃料債権の性質
1 分割主義とその批判
賃料債権が共同相続された場合の性質について論じるのが，ここでの目的
である。その前提として，債権一般が複数の債権者にどのようなかたちで帰
属するのかに関する民法の規定を，まずは確認しておきたい。
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わが民法は，多数当事者の債権債務関係につき，分割主義を採用してい
る。債権者複数に関していえば，一つの可分債権について数人の債権者があ
る場合，各債権者は原則として平等の割合で債権を有する (427条)。また，
民法431条が「不可分債権が可分債権となったときは，各債権者は自己が権
利含有する部分についてのみ履行を請求することができJるとしていること
も，分部主義の表れである8)。
本稿で検詰対象とする賃料債権は，金銭を毘的とする債権であって，性質
上可分であるから，賃貸人が複数である場合，特約のない限り，各賃貸人は
平等の観合で分割された賃料債権を有する。分割主義主?とる民法の立場から
すれば，これ以外に解釈の余地はない。
しかし，周知の通り，分割主義に対する学説の批判がある 9)。その批判
は，多数当事者間の債権関掃のみならず債務関係にも向けられているが，
殊，分離債権関係に関していえば， r一人の債権者が権利を行使しないとき
は他の債権者は債権全部の履行を求めることができず，また，債務者は各債
権者に分割して給付する煩を免れえないから，債権者にとっても僕務者に
とっても不利益が少なくないJ10)という点にある。
ニの「不利益Jは，多数当事者の債権関係を動態的lこ捉えるとより明確に
なるように思われる。可分債権の分割が生じうる場面には，大きく分けて二
つあると考えられる。第ーに，債権の性質が不可分給付から可分給付に変じ
る場面である。典型的には，複数の債権者が一個の物の引渡請求権を有して
いたところ，債務者の責に帰すべき事由により滅失・鼓損し，損害賠償請求
権に転化した場合に，損害賠償請求権が分割債権として各僕権者に帰属する
とすれば11)，目的物の滅失・段損前にはなかった履行上の「不利益」が発
生することになる。
また，第二に，給付の性質は当初から分審u給付であって変化はないが，債
権者が一人から複数に増える場面でも，履行上の「不利益」が生じる。典型
的には，債権者が死亡し共用相続が開始した場合であって，この第二の場面
こそが，本稿の検討対象である。
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7こだ， ここで注意しておかなければならないのは，不可分債権を認めるこ
とによるメリットを強調しすぎることに対する有力な反論の存在である。榛
論稿では，次のような表現で，債権者の一人が単独で、全額の債権について請
求できる反面，他の債権者が給付を受けられない可能性に対する危慎が示さ
れている。「全額単独請求を認めることから生ずる債権者の便宜は，二律背
反的に生ずる債権者の不安・危険というフアクターによって背後に斥けら
れ，差引計算をすれば，全額債権(不可分債権や連帯債権 一筆者浅)は債権者
にとりマイナスとなるJ12)。そして，分割主義によって債務者に題行コスト
が生じるとしても， I権利者の不利益を差し描いて，義務者が煩わしいとか
面倒だというブアクターを判断に際し前面化させるのは，本末転倒ではない
かJ13)という。つまり，椿論稿では， I債務者の立場・利益をまったく無視
しようとするものではない。が，両者の利益衝突を生じたときは，少なくと
も第一次的には債権者一一押し詰めると債権者各自一一の立場・利益を優先
させるべきJ14)と考えられているのである。
この主張はもっともであり，不可分債権関係が分割債権関係と比較して優
れているかのような表現は避けられるべきである。ましてや，分割主義原期
を，債権・債務の区別なしに，一律に当事者にとって不利益とするような議
論は，多数当事者の債権債務関係が，単に当事者の複数性という意味のみな
らず，人的担保機能を有することを想起すれば，もはや主張しえないであろ
う15)。しかし，本稿で対象とする事例一一賃料債権・債務の共同相続
については，次の二つの理由から，分割主義についての批判的な再検討がな
されてよいように思われる
第一に，上にも述べた通り，この種の事例において債務者たる賃借入に生
じる「不利益Jとは，賃借入側の事情とは無関係の偶然の出来事一一賃貸人
の死亡による共向相続一ーを契機に，契約期間の最中に発生したものであ
る。賃貸人が契約当初のように一人であり続ければ生じなかった履行コスト
や二重払いのリスクを，分割可能な債権であるという理由だけで，賃借入に
負担させてよいのであろうか。しかも，このコストやリスクは，共同相続人
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たる賃貸人が遺産分割協議を早期に決着させ，あるいは，履行方法につい
て，賃貸人側のイニシアティブで賃借入と新たな合意をすることによって避
けられるものである。
そして，第二に，先にも述べたが，共同相続によって当事者が複数化した
場合における賃料債権と賃料債務の一体的取扱いが必要ではないのか，検討
の余地があると考える。不可分債権の拡大傾向に歯止めが必要であるとする
のが梼説であったが，別の論稿では，捜数賃貸人の賃料請求権の性質につい
て， r震料と対髄的牽連関係に立つ AB(被相続人たる父の死亡により家庭の共同
賃貸人かつ共存者となったこ人の子一一祭者注)の用益提供が不可分だから，不可
分の対舗は不可分という債務の場合における論法を用いて……，不可分償権
と解するのが実際にも合するであろうJ16)と述べている。つまり，椿説にお
いて，可分給付一般については不可分債権の成立を慎重に吟味すべしとして
いる一方で，賃料債権の不可分性については，賃料債務の不可分性とパラレ
ノレに考えるべきであるという態度が示されているのである。ここには，賃料
債権が，たしかに金銭債権であり可分債権ではあるが，その裏面である賃料
債務と切り離しては語ることができない特殊なものであることが示唆されて
いるように思われるのである。
以上，分割主義をめぐって学説が賛否両論あることを紹介したが，他方，
判例はどのような立場ぞ示してきたのであろうか。共同相続による賃料債権
の帰属について判例の蓄積があるわけではないので，いったん対象を広げ，
共同相続による可分債権の帰属のあり方について，判例の立場そ紹介しょ
う17)。
2 i法律上当然分割Jの論理一一可分債権の帰属をめぐる判例
民法が分類i主義を採用しているのと河様に，判例もまた古くから，可分債
権の共同相続による帰属について分割主義を採る態度を示し続けてきた。こ
の点に関するリーディングケースと目されるのは，大判大正9年 12丹22日
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民録 26輯 2062頁(以下 f大審院大正 9年判決Jという。)である 18)。この事件で
は，保険金請求権を相続した共同相続人の一人が自己の持分 (2分の 1) を超
えて保険金の支払いを請求しうるか否かが争われた。保険金の支払義務を負
う上告人は，その上告理由の中で，遺産分割前は共有状態にあり，民法427
条の適用合受けないと主張をしたが，大審院は，次のように述べて，金銭債
権は共同相続により「法律上当然分割jされるとしたのである。
「遺産相続人数人アノレ場合ニ於テ其相続財産中ニ金銭債権存スノレトキハ其
債権ハ法律上当然分説セラ v各遺産相続人カ平等ノ割合ニ応シテ権利デ有
スノレコト民法第四百二十七条ノ法意ニ徴シ淘ニ明白ナリJ19)。
この大審院判例は，大判昭和 14年 3月24B新開 4409号 16頁において引
用された。これは，貸金債権の共同相続に関する事件であった。したがっ
て，保険金請求権や貸金債権といった可分債権が共開相続された場合， r法
律上当然分割」されると解するのが，大審院の立場であるといえるであろ
フ。
最高裁になっても， r法律上当然分割」の論理は継承された。最判昭和 29
年 4月8自民集 8巻4号 819頁(以下「最高裁昭和 29年判決j という。)は，立
木の超過伐採(不法行為)を理由とする損害賠償請求権の相続が問題となっ
た事案において，次のように述べている。「相続人数人ある場合において，
その相続財産中に金銭その他の可分債権あるときは，その債権は法律上当然
分割され各共開相続人がその相続分に応じて権利を承継するものと解するを
相当とする J20)。
先に紹介した大審院大正9年判決が「金銭債権jについてのみ言及してい
たことと比較すると，最高裁昭和 29年判決では， r金銭その他の可分債権」
というように，射程を広げた表現になっている点が自を引く。また，大審院
大正9年判決では「平等ノ説会j とされていた部分が，最高裁昭和 29年判
決では「相続分に応じてj と変化し，同順位相続人間における帰属に限られ
ない，いわば汎用性のある表現になっている点でも違いがみられる。ただ，
こういった差異はあるが，最高裁が基本的には大審院の示した定式一一可分
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債権の「法律上当然分説」一ーをそのまま用いていることは，一日瞭然であ
ろう。
この大審院からの伝統を汲む最高裁昭和四年判決は，比較的最近，最判
平成 16年4月20自判持 1859号 61頁においても引用されており，判例の立
場がいまなお維持され続けていることが分かる。そこでは，共同相続人の一
人が，被栢続人名義の通常郵便貯金を単独で解約し，その払戻しを受けたた
め，他の共時相続人が，不法行為に基づく損害賠欝または不当利得に基づく
返還を求めることができるか杏が争われた。最高裁は，この不法行為または
不当利得を理由とする請求を認めたが，その前提として，相続財産中の預金
債権は可分債権であるから， r相続開始と同時に当然に相続分に応じて分割
されて各共間相続人の分割単独債権となり，共有関係に立つものではないj
としたのである21)。
以上に紹介した判例で扱われた可分債権は，保険金請求権，貸金債権，損
害賠韓請求権，預金債権であったが，近時，共同相続による賃料債権の帰属
についても，判例では分割主義を採ることが明らかにされた。最判平成 17
年9丹8自民集59巻 7号 1931歪である。この最高裁平成 17年判決につい
ては後に四であらためて検討するが，そこでは，相続開始から遺産分割まで
の閉に相続財産たる不動産から生じた費料債権が，相続分に臨じて，各共同
相続人に確定的に分類i単独債権として帰属するとされたのである。
以上のように，特例は，可分債権が共持相続された場合の性賞について，
古くから分割主義を貫いているといえる。この強固な姿勢は，可分債権の分
割帰属を麗接の争いとしないいくつかの椙続紛争においても， r法律上当然
分割Jの論理が傍論のかたちで示されていることから，みてとることができ
るであろう却。
しかしながら，問題を一一最高裁平成 17年判決が対象とした一一相続に
よる賃料債権の帰属に限定すると，過去の下級審において，可分債権に関す
る分部主義は必ずしも徹底されてきたとはいえない。判例の立場は f法律上
当然分割jで揺るぎがないにもかかわらず，何故，下級審において賃料債権
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の帰属につき例外的な取扱いが必要とちれたのであろうか。この開題につい
て，次に検討することとしたい。
3 下級審判決にみる賃料債権の不可分性
ここでは，賃料債権が共同相続された場合，その性質を「不可分債権Jで
あるとした下級審の裁判例を紹介する。詮自すべきは，いずれの判決も最高
裁昭和29年判決一一共同相続による可分債権の「法律上当然分割」一ーよ
りも後に下されたという点である。判例が確立しているにもかかわらず，そ
れぞれの判決で賃料債権を不可分債権と性貿づけなければならなかった理由
は， どこにあるのであろうか。
[ 1 ] 東京地判紹和45年7月16日判時613号69頁
土地賃貸人の死亡により，その子である原告 Xj • 問 X2，訴外 A の 3 名が
賃貸人たる地位を共同相続した23)0 Xらは，相続開始の数ヶ月後，賃借入た
る被告Yに対して相続の事実を伝えて，相続開始後lこ発生した賃料を共有
持分(相続分)に応じて支払うよう求めたが， Yはこれぞ拒絶した。以後， X
らはこ度にわたり賃料の支払いを催告したが， Yはいずれも拒絶したので，
Xらは， Yに対して，そのつど催告および賃貸借契約の解除の意思表示をし
てきた。本件は，遺産分割審判が礎定したことを受け， XらがYに対して，
あらためて賃貸惜契約の解除と相続開始後の賃料支払いを求めた事案であ
る24)。ただ， Yは，賃料をまったく支払わなかったのではなく，相続開始
後，遺産分割の審判が確定するまで約 6年間，共同相続人の一人である訴外
Aに対して，遅滞なく地代を支払い続けてきたという事情がある。
このような事実関係の下で，東京地裁は，次のように述べて，賃料債権は
不可分債権であるからAに対する弁・済も Xらに対する弁済として有効であっ
て， Xらに解除権は発生していないとした。
f相続財産の性質については罰法上の共有と解するのが判例の態度であり
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当裁判所も冊見解に立つものである。ところで本件宅地の賃料債権
について考えると， Xらに賃料債権が発生するのは， X碍名およびAの
共有物である本件宅地を Yに引渡し使用収益させているところこの引渡
および館用収益伝許す行為は右三名共同の不可分給付によらなければ実現
できないのであって，これは性質上不可分の債務であるといわねばならな
い。従って，右債務の対価として発生する賃料債権も性質上不可分の債権
であるといわねばならず， YがAになした本件宅地の賃料全額の支払は
Xらに対しでも有効な弁済となるものであるJ2S)。
[ 2 ] 東京地判昭和47年12F.l 22臼半日時708号59貰
本件は，裁判例[1 ]と開種の事案である。土地賃貸人が死亡し， X ([1] 
で原告の一人であったX2に同じ)を含む三名が賞貸人たる地位を共同相続し，
後に遺産分割審判が確定した結果，Xが本件土地を単独相続することになっ
た。本件土地の賃借入(またはその土地上の建物の占有者)Yらと Xとの間で，
相続開始後の賃料の支払請求とともに，賃貸借契約の解除の当否が争われ
た。 XはYらの賃料不払いを理由に解除権の行使を主張したが， Yらは，
[ 1 ]の事案と同様， Xとは別の栢続人の一人([1 Jの訴外A) に賃料を支払
済であった。
判決では，事実認定の後， i賃貸人死亡により複数の共閥相続人が賃貸人
の地位を承継し共同賃貸人となった場合の賃料債権は，不可分債権であると
解すべきであるJ26)とされた。したがって， Aへの弁済により Yらの債務は
履行済みとなるから，解除権は発生していないと結論づけた。ただし， この
判決では，裁判例[1 ]にみられたような根拠づけ一一賃貸人の使用収蔵させ
る債務は不可分債務であり，その対儲としての賃料債権は不可分債権である
ーーへの言及はない。
[ 3 ] 神戸地判昭和53年1月29日判タ 394考128頁
判例集登載の判旨から推測するに，事案の概要は次の通りである。控訴人
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Xと訴外Aは，本件家雇を共同相続した(相続分は各2分の 1)。しかし，本件
家屋の所有者については， Xの先代の頃から争いがあったようで，家屋の賃
{昔人である被控訴人Yらは，家屋の所有者が明らかでないことをケ理由に長
らく賃料の支払いを拒苔してきた。そこで， Xは，賞貸借契約の解除および
家屋の明渡し等を求めて本件訴訟を提起し，その訴状の中で，自己の持分に
つき Yらに対して賃料の支払いを催告した。本件訴訟提起後に，訴外Aか
らXへの持分譲渡証が書証として提出されるなど， Xが本件家屋について
単独所有者になったことは明確であるが，本件訴状による催告のさき時，本件
家屋はXとAの共有であったため， X単独による催告の有効性等をめぐっ
て争いになったようである。
神戸地裁は，裁判例[1 ]と問機の論理で，共同相続した賃料債権が不可分
債権であることを認め，賃貸人の一人による単独催告を有効であるとした。
「目的物の用益提供が共同栢続人の不可分的な債務である以上， これと対
髄関係にある賃料債権も性質上の不可分債権と解され，従って一人の賃貸
人が金額を請求できるから，本件における X単独による催告も有効であ
るJ27)。
なお，第一審において本訴が受理されたのは昭和 43年(月日不詳)である
が，解除の効力は昭和 50年5月20日に発生したものとされているお)。す
なわち，本件における解除権の行使は， Xが本件家屋の単独所有者(賃貸
人)となった後になされたものであり，民法 544条にいう解除権の不可分性
と抵触するものではない。
以上，わずかにすぎないが，相続により賃貸人が複数となった場合の賃料
債権の性賞について不可分債権とみる下級審判決が存在する。その理論的根
拠とされたのは，賃料債権の対価としての使用収益させる義務が不可分債務
の性質を有することである(裁判例[1 ]と[3])。ますこ，紹介した三件の事案
はいずれも賃料不払いを理由とする賃貸構契約の解除の当否が争われたもの
であるが， [1]と[2 ]では賃料を各相続人に対して分割して支払わなかった
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ことが解験事由にあたるのか否かが， [3 ]では解除権発生要件として賃貸人
の一人が単独で催告できるか否かが争点となっていた。それぞれの争点、につ
いて， ~度目をあらためて若干の分析を加えておきたい。
4 賃料債権の共同相続と催告・解除
上で紹介した裁判例の順序とは逆転するが，先に，賃料債権が共向棺続さ
れた場合，各賃貸人は単独で催告ができるか否かについて検討する。前の項
告で示した裁判例[3 ]では，賃料債権が不可分債権であることを理由に，催
告を賃貸人の一人が単独でなしうるとされていた。
この判決では，すでに紹介した以上の説明はないが，不可分債権者の一人
による催告の有効性を，次のように考えているものと推測される。履行遅滞
に基づく解除の要件としての催告とは， r債務者に対し債務の履行を請求す
る意思通知である。それは，付遅滞の要件としての『履行の語求i……とそ
の性質は閉じ29)である。民法428条は，不可分債権につき「各債権者はす
べての債権者のために緩行を請求…ーすることができる」と定めている。し
たがって，不可分債権者の一人が単独で、不可分債権全部につき催告すること
は，民法上，認められていることになる。そして，不可分債権者の一人によ
る履行請求(=催告)は絶対的効力そもつので，その結果，履行運滞などの
効果も，すべての債権者に生じるのである30)。
裁判例[3 ]において，賃貸人Xは，単独所有者となる以前の賃料につき
自己の持分 (2分の 1) しか催告していなかった。しかし，共同相続された賃
料債権は不可分債権であるとする[3 ]の立場からすれば， Xは，共同賃貸人
である訴外Aの持分を含めた全額について，自己に対する履行を請求する
ことも許されたといえるであろう。
もっとも，不可分債権者の一人が賃料全額につき有効に催告をなしうる
(したがって，賃借入は遅滞に陥る)としても，発生した解除権を単独で行使でき
るとは隈らない。「解除の意思表示は，催告と結合してなされる場合にも，
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催告そのものとは別個のものJ31)であって，かつ，解除権は当事者の「全員か
ら又はその全員に対してのみJ行使できるとされているからである(解除権
不可分の原則，民法 544条)32)。そのため，一見すると，一人でも催告ができる
という不可分債権のメリットは無意味であるように忠われるかもしれない。
しかしながら，本稿で検討対象としている賃料債権の共同相続の事案で
は，必ずしも共同相続人たる賃貸人全員で解除権を行能しなくてもよい。判
例33)は，賃貸呂的物が共有物である場合，賃貸借契約の解除は民法252条
にいう f共有物の管理に関する事項JIこ該当するので，民法544条 1項は適
用されないとする。つまり，解除権を行使する賃貸人の持分が過半数あれば
よく，共陪賃貸人全員による解捻を必ずしも要しないのである。
以上，共同相続された賃料債権の性質を不可分債権とみる立場からは，催
告および解除権の行使について，次のようにまとめることができるであろ
う。共同賃貸人の一人が単独で賃料全額についでした催告は有効であり，履
行遅滞に基づく解除機が発生しうる。その解除権は，賃貸人全員で行使する
ほか，過半数の持分を有する一部の共同賃貸人によっても行使可能である。
これに対して，同じ事案を f法律上当然分割UJの考え方を採用する判例の
立場で扱うとすると， どのような処理になるのであろうか。最上級審判決が
共同賃貸人の一人による解除権の行使をどう扱うのか，筆者が探しえた限り
では，それを明らかにした判決は見当たらなかったが，賃借入が複数寄在す
る事案について，傍論で解除権の不可分性に言及した大審院判決がある。大
判大正7年 3月四日民録24輯445頁は，共同賃借入の一人に対する賃貸借
終了に基づく日的物返還請求を認容したものであるが，その理由において，
解除権の行使とはlZ:別される自的物返還請求権の行使に関しては，賃借入の
一人に対しでも可能であると述べている。
「本訴ハ質貸借ノ解除テ請求スlレモノニ非スシテ解除ニ図jレ賃貸借ノ終了
ニ基キ賃貸物ノ退還テ請求ス/レモノナリ賃貸物ノ返還ハ共同賃貸借入全員
二対ス/レニ非サレハ之テ請求ス/レコトテ得サノレモノニ非ス各賃借入ノ、賃貸
人ニ対シ賃借物全部テ返還スノレノ義務テ負担スノレJ34)。
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この大審院大正7年判決は，裏を返せば，解除権の行使を共同賃借入全員
に対して行うべきとの考えを含むといえるであろう。そうすると，判例の立
場でも解除権不可分の原則(民法544条)の存在を前提に考える必要がある
が，先にも説明したように，賃貸目的物は共有物であるから，民法252条の
適用を受けることになる。したがって，悶じく判例の立場でも，持分の過半
数があれば賃貸人の一部の者による解結権の行使は可能になるであろう。こ
こまでの部分では，共同相続された賃料債権の性質を不可分債権とみるか分
割償権とみるかによる実質的な違いはない。
ところが，分割債権とみる判例の立場1e採ると，そもそも賃貸信契約全体
について解捺権は発生しているのか， という間いに答える必要を生じる。な
ぜなら，賃貸人たる各相続人がそれぞれの相続分に応じた分割債権としての
賃料債権を欄別に有している状態にあるので，各賃貸人は自巴の賃料債権に
ついてのみ履行請求(=僕告)をなしうるにすぎないからである。賃借入が
その催告に応じない場合には，自己の賃料債権の範囲(椴続分の限度)で解除
権が発生すると考えるのが自然であろう。
しかしながら，賃貸借契約の一部についての解桧権を認めてもよいのであ
ろうか。一部解除が認められるなら，賃貸借契約は一部終了し，目的物の一
部返還義務が生じることとなるが，土地・家震の賃貸借契約では，契約の性
質上，一部解除を許すと契約の自的が実現されない可能性も高い。多くの場
合，賃借入の使用収益する権利は賃貸自的物全体に及んでいるはずで，一部
解除に対応して縮減される性質の一一目的物の一部返還が可能となるような
ものではない。また，共j理相続人間で賃料債権が分割され，共同相続人
の数だけ債権関係が存夜する35)としても，賃貸借契約自体は，相続開始前
と同様に…つのはずである。仮に賃貸人の一部が自己の持分に関する賃料の
支払いがないことを理由に一部解除ができるとした場合，その解除後の法葎
関係はどのように考えればよいのであろうか。そして，そもそも，一部解除
により自的物返還請求をなしうるとしても，未分割の賃貸目的物についてど
のように返還義務を履行すべきなのか，賃借入としては困惑するほかないで
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あろう。つまり，賃貸人たる共同相続人と賃信人との聞で賃貸借契約に関す
る新たな合意がなされなければ，一部解除が実現されることはない。本稿が
問題としているのは，そのような合意がない場面で，給付の可分性を理由と
する賃料債権の分割を基礎にした法律論が展開されるのは適当ではないとい
うことである。
以上，一部解除という考え方は妥当ではないと考えるが，元を辿れば，一
部の賃貸人による催告に基づいて一部解除権が発生すると考えたこと自体が
誤りであったというべきであろう。結局，判例の立場である「法律上当然分
割jの考え方に基づいて賃貸人の一人による催告の効力を検討すると，催告
ができ，その限りで付遅滞の効果は発生するが，肝心の賃貸借契約全体に関
する解除権の発生には結びつかないという，まさに分割主義に対する学説の
批判一一債権者にとっても不利益一ーが妥当することがわかる。解除権が発
生しなければ， その(全員又は一部の者による)行使の可能性もない。この点
で，不可分債権という性質な与えた場合と比べ，共闘賃貸人は，不利な状況
を甘受しなければならなくなるであろう 36)。
5 賃料債権の共同椙続と賃借入の債務不履行・解除
下級審判決によって提起された第二の問題として，賃料債権が共同相続さ
れた場合，賃借入は各賃貸人に対して，棺続分に応じた賃料の分割支払義務
を負うのか否かについて検討する。これは，賃貸人の一人に対して賃料金額
を支払ったとしても，イ也の賃貸人との関係では債務不履行とされ，解除事由
になりうるのかという照題につながる。
裁判例[1 ]と[2 ]では，賃貸人の一人に対する全額弁済により，他の賃貸
人についても賃料債権が滞滅すると考えられていた。その理論的根拠は，賃
料債権が共同棺続人間で、は不可分債権となることにある(不可分僚擦に関する
弁済の絶対効)ο なぜ不可分債権になるのかといえば，賃料は，賃措人の使用
収益の対価であるからである。すなわち，賃貸人は使用収益させる義務を負
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うが，その義務は賃貸人各人が不可分的に負わなければならない。不可分的
な債務(使用収益させる義務)の対価としての債権(賃料債権)は，不可分債権
であるべきという論理である。
ただ，このような論理の根底には，賃借入が賃貸人たる共同相続人の一人
に賃料を支払ってきたにもかかわらず，他の相続人との関係でその相続分に
応じた支払いをしなかったために債務不履行の責任を関われ，賃貸借契約を
解除されてしまうことは，賃借入にとって酷であるとの価値判断があったも
のと忠われる。裁判例[1J[2Jは，賃貸人たる共同相続人の一人が実際に
賃料全額を受領し続けてきた事案であった。
これに対して，大審院以来の判例の立場では，既に述べた通り分割原則に
従うため，賃借入には分割支払義務があるとされる。したがって，賃借入
は，賃貸人の一人に賃料を全額支払ったとしても，実際に受領をしていない
賃貸人との関係では履行遅滞を理由に，賃貸信契約を解除される可能性があ
る。
もちろん，共同賃貸人間で協議の上，賃料受領のための口座主?新たに開設
し，あるいは，自己の債権額につき相互に受領権擦を付与していれば，分割
債権という性質を維持しながら，問題を囲避することができる。事実，後lこ
四で紹介する最高裁平成 17年判決の事案では，共同相続人の一人の名義で
賃料振込口座を開設して賃料を受領してきた事案であって，口座名義人以外
の賃貸人との関係で賃料不払いか否かが争われることはなかった37)。また，
そのような躍行方法に関する特約がないとしても，賃借入が共同賃貸人の
人に全額を支払ってしまった場合に民法478条の適用を認めれば，分割債権
化に対する賃借入の保護としては十分で、あるかもしれない。
しかし，裁判例[1J [2Jのような紛争は，賃料の支払について共同相続
人間で十分な協議がなされず， また，その協議内容が賃信人に十分に伝達さ
れていない場合に起こるものである。したがって，賃料支払方法や受領権般
の付与に関する特約の存在を前提に議論することはできない。
また，債権の準占有者に対する弁済(民法478条)によって賃借入を救済し
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ょうとすると， r善意」についてはともかく 38)，r無過失Jの要件が障害と
なるケースがあるように思われる。賃借入が，賃貸人死亡による共同相続の
開始という事実を知らないまま従前の履行方法に則って賃料を支払っている
眼りでは，過失があるとはいえまい39)。しかし，相続の開始(従前の賃貸人の
死亡)および賃料支払先の変吏を求める通知が届いた場合，賃{昔人は， どの
ような措置をとるべきであろうか。そのようなケース自体伝過去の裁判併に
おいてみいだすことはできなかったが紛，参考として類似の事案を検討し
ておこう。
横浜地裁小田原支判昭和 26年 6月25日下民集2巻6号 803頁は，賞借入
Yが賃貸家屋の地番を誤解しており，所有者(賃貸人)でない訴外Aらから
の請求を信じて， Aらに賃料を支払ってしまったという事案である。 Yは，
真の所有者(賃貸人)Xから，賃料不払いを理由に，家崖明渡しおよび未払
賃料等の支払いを請求された。裁判所は，本件の事情からYの誤解に基づく
支払いも f無理から収ことJ41)とし，民法478条の適用を認めた。すなわ
ち， YのAIこ対する弁済により Xの賃料債権が諮減したとして， Xの解除の
意思表示等の効力が否定されたのである。この事案には， YがAらから家康
の明渡しについて謂停を申し立てられており，債権の準占有者 (A) の行為
がYの誤解に拍車をかけたという特殊な事情があった。そのことも少なか
らずYの無過失を肯定する方向に働いたと思われる。
それでは，単に支払先の変更等を求める通知が届いただけで，指定された
新たな振込先に賃料を支払い続けたようなケースは，どうであろうか。遺産
分割協議の過程ではしばしば争いが生じることが一般にも知られているであ
ろうし，近時，公的機関を賜った振込め詐欺が社会問題化しているので，支
払先の変更だけが告げられた場合はもちろんのこと，相続の開始という，支
払先の変更理由が記載されていたとしても，それを鵜呑みにして漫然と掠込
みを続けるべきではないであろう。発信元に覚えのない披込みの指示や振込
先の変更については慎重に対応すべきことが人々の意識にも定着しつつある
と思われる。したがって，賃借入の注意義務は今後むしろ重くなり， この種
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の問題への民法478条適用のハードソレ一一無過失要件一ーも高くなるように
思われる。
以上のように考えると，共同杷続が生じた場合，賃借入としてとるべき
もっとも確実な自衛策は，賃料を?供託することになる42)。ただ，本稿で対
象としているケースの場合，債権者不確知による弁済供託(民法494条)がな
されることになるが，具体的な供託手続きとして，供託規則 13条による供
託の原因たる事実等を記載した「供託書Jを提出しなければならない。この
供託書の記載方法について，法務局の一般向けの説明には， I支払日が到来
していないときは供託することができません。Jcrワ支払日J)，I既に支払期
の郵来している数ヶ丹分の賃料をまとめて供託することもできます。/な
お，遅延損害金を含めて供託することが必要となる場合があります。J
(fオ供託する賃料J) という記載がみられる43)。供託ができることで，賃借入
の保護は十分で、あるとも考えられるが，賃借入は，賃料という比較的少ない
金額を，月々，支払期日後速やかに支払うことについては，甘受しなければ
ならないというわけである。
なお，先に検討した通り，判例の立場をとると，賃貸人の一部が賃貸借契
約全体を解除することは不可能であると思われるので，実際には賃貸借契約
の解除の陪題は生じない。しかしながら，賃料の分割支払義務は確かに存在
するので，賃借入は分割支払のコストを課せられるし，また，供託をしなけ
れば，賃料の二重払いの危倹にもさらされることになる。賃料債権が分割債
権になると，解除の問題はともかく，賃潜入lこ様々な不利益の可能性がある
といえるであろう。
こうした不利益を閤避しようとする配慮は，賃貸借契約の解除が争われた
わけではないが，いかに掲げるこつの下級審判決において明確に述べられて
いる。
[ 4 ] 大阪高判平成元年8J=l 29日判タ 709号208貰
土地賃貸人の死亡により賃貸人の地位が共悶相続された事案で，賃料増額
391 
請求の適否が主たる争点となった。大阪高裁は，裁判例[1 ]や[3 ]と同じ理
由で，賃料債権を不可分債権であるとした。それに加え，仮に分割債権であ
るとすると，賃料金額を賃貸人の一人に支払った賃借入が，他の賃貸人との
関係で債務不履行の責任を負わされる点で「不利益Jであるとしている点が
興味深い。以下に紹介しておこう。
賃貸人たる共同相続人が賃借入に「使用収益させる給付義務は不可分債務
であり， したがって，右使用収益対価である賃料債権も特段の事情のない限
り不可分債権と解するのが相当である。もし賃料債権が金銭債権であること
から， これを可分債権であるとするならば，賃貸人の一人に賃料金額を支
払った場合でも，他の賃貸人に対する関係では債務不履行の蓑合間われるの
であって， f苦地人にとり思いもかけない不利益な結果が生じる事態も起こり
かねないのであるJ44)。
[ 5 ] 名古屡地判平成16年6月18日金判 1210号27貰
不動産賃貸人Aの死亡により， Aの妻X(原告)及び， AX間の子BCが共
同相続した事案である。 Aは，被告Y銀行の支践に本件普通預金口鹿を有
しており，その口座には不動産の賃料等が入金がされていた。 Xは，本件普
通預金口腔の預金債権2分の lを相続したと主張し， Yにその払戻しおよび
運延損害金の支払いを求めた。
名古屋地裁は，結論において Xの主張{f認め，亡Aの頭金債権の払庚し
をYに命じたが，その理由において次のように述べた。
「相続開始後に遺産から生じた収益は，遺産とは別個に各共同相続人に相
続分に応じて帰賭すると解するのが相当である。/もっとも，相続開始後
の遺産から生じる賃料債権については，賃料債権が分割債権であるとする
と，賃借入は各共同相続人毎に，各共同相続人にその棺続分に応じて，支
払わねばならないこととなる等賃借入との閣の法律関係が援雑になること
等の理由からして，不可分債権と解される。/しかし，賃貸借契約におけ
る賃借入の賃料支払方法が賃貸人指定の銀行口座への振込支払の方法であ
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るならば，賃借入が当該賃料を振込送金をして，その指定口座に入金がさ
れた時点で当該賃料債権は消滅するのであって，賃料として振込送金され
たことにより生じた預金返還請求権については，賃借入とは無関係で、あっ
て，これを?不可分債権としなければならない理由はないJ45)。
この裁判例[5 ]は，結論において不可分債権の成立を否定したが，それ
は，賃料支払方法が指定銀行日産への振込みというかたちで一元化されてい
たことを前提とした結論にほかならない。したがって，本稿が検討対象とし
ているような事案一共同相続人たる賃貸人との間で支払方法に関する新た
な約定がなしまた，受領権限を相互に付与している等の事情がない場合
には，むしろ，賃料債権を不可分債権と捉えるべきことを示唆している
ように思われる。
6 賃貸人の捜数化と賃貸錆契約から生じる
債権・債務の不可分性
理論的または実質的な理由から f不可分債務(使用収益させる義務)の対価j
として賃料債権を捉える考え方は，賃料{実権そのものの性質にとどまらず，
賃貸借契約から生じる他の債権・債務にも妥当しうる可能性骨もっている。
そのことを示すために下級審裁判例を一つ紹介しよう。
[ 6 ] 大板高判昭和例年9月28日判詩954号40頁
契約当初の賃貸人は一人であったが，その死亡により，賃貸人たる地位が
共同相続された。賃貸借契約の終了にともない，建物質借入が共同相続人の
一人に対して保証金の返還を求めたため，保証金返還債務の性質一一分割j債
務か，不可分債務か一ーが争われた。
大阪高裁は，建物賃貸人の死亡により賃貸人の地仕を共同相続した場合，
敷金の性賞をもっ保証金の返還債務は不可分債務であるので，各共同相続人
は， その保証金返還債務の全額について支払義務を生じるとした。判決で
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は，その理由づけについて，次のように述べられている。
「賃貸人が複数の場合，その賃借入に対する用益提供は共同不可分になさ
れているとみられるから，その対価である賃料債権や用益提供した罰的物
の保管または返還義務の不履行による損害賠償債権などもやはり不可分債
権として成立するというべきであり，そうすると賃貸告が終了して自的物
が返還されるときにその賃貸借に関して生じた右のような各債権をすべて
控除したその残額につき成立すべきいわゆる敷金の性質を持つ保証金の返
還債務について，これを分割債務とすると，賃貸人と賃借入間の利益の均
衡を失するうえ，法律関係の錯綜そ生じて不都合であって，右債務も他に
特段の事情のない限りは右の各韻権に対応して不可分と解するを相当とす
るJ46)。
この判決では，賃貸人の使用収益させる義務の不可分性を根拠に，賃貸人
が有する賃料債権のみならず，賃貸目的物の保管返還義務の不履行に基づく
損害賠償請求権も，不可分債権としての性質を有するとされた。賃料債権も
損害賠償請求権も金銭債権である以上，可分であることに疑いはないが，賃
貸人の負う義務の対価として不可分性が付与されると考えられているのであ
る。そして，不可分債権たる賃料債権や損害賠箇請求権の担保として差し入
れられた以上，敷金(の性質をもっ保証金)退還債務は，両当事者の均衡を保
持するため，不可分性を帯びざるをえないという論理である。
また，学説lこも， r物の利用の対舗を一体的に捉えることで共悶賃借入の
農務を不可分債務とする判例の法理からは，賃貸人が複数存在する場合にお
ける共同賃貸人の賃料僕権についても，分割債権とすべきでなく，不可分債
権として理解するのが適切であるということになるJ47)とする指摘が，最高
裁平成 17年判決以前に存在する。開じ指織は，先に二で紹介した椿論稿に
も，また，最高裁平成 17年判決の評釈にもみられる48)。賃料債務を不可分
とする判例理論からすれば，むしろ賃料債権も不可分と捉えるのが合理的で
はないであろうか。
このように，下級審判決や学説の一部には，賃貸人の使用収益させる義務
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の不可分性から出発し，対価関係あるいは密接な関係にある各種債権・債務
の性震をも不可分とみる考え方がある。そこでは，相続により擾数賃貸人に
帰属することになった賃料債権について，単lこ金銭債権として性質からのみ
決定するのではなく，賃料債権と関連づけて把握すべき各種債権・債務との
調和への配慮をみてとることができる。このような配慮によって，債権者と
債務者それぞれの「不利益Jを田避することが可能になる。たしかに，分割
主義からは「法律上当然分割」といわざるをえず，また，給付を受領しな
かった共悶相続人の保護にも配慮しなければならないといえる。しかし，大
審説以来，判例lこは上に述べたような賃貸借関係全体を眺める視点が欠けて
いるといえないであろうか。
以上，賃料債権の側から複数当事者への帰属のあり方をみてきたが，次項
では，賃料債務が共同相続された場合の取扱いについて検討することとした
い。すでに裁判例を紹介する中でも述べたが，判例の立場でも賃料債務は不
可分債務として共悶椙続人に帰属するものとされており，賃料債権の扱いと
の甑闘が強〈感じられるのではないかと思われる。
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人5名が議会を関〈義務を怠ったとして生じた損害賠償債務につき，民法431条に
より分割債務になるとした判例(大判明治 44年 2月24日民録 17輯 74頁)があ
る。
12) 権寿夫 f複数の僚権者と分割原則J榛寿夫『椿寿夫著作集 l 多数当事者の僚機
関係J(信山社， 2006年)441頁(初出は，西村信雄先生傘寿・浅井清信先生喜美子
記念論文集 f個人法と団体法J(法律文化社， 1983年))。著作集lこ収められた他の
論稿においても，不可分債権を安易に認定することに対する警鐘が鳴らされている
(たとえば 360頁参照)。奥田・前掲注 3)引用書 340頁は，椿説に依拠して債権者
の危倹を説く。給付を受けられない危険をど指摘する向旨の見解として，鈴木禄弥
『債権法講義四訂版J(創文社， 2001年)487頁参照。これらに対して， ~草野・前
掲注 3)引用書 150頁は， r複数の者が意識的に集まったのだから，その一人の不信
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行為の危i演は覚悟すべきであろう。特に，自分が履行の請求をしないでいた場合に
は，若干の怠りがある以上，やむを得ないともいえるJとする。
13) 椿・前掲注 12)引用文献441貰以下。
14) 椿・前掲浅 12)引用文献442頁。
15) 繕・官官掲注8)引用文献346頁，椿・前掲注 12)引用文献442頁参照。
16) 椿寿夫「多数当事者の僚権関係 (2)J同『椿美子夫著作集1 多数当事者の僚機関
係j (イ雪山社， 2006年)483頁(初出は，谷口知平=加藤一郎編『民法例題解説
IU[有斐閣， 1959年J)。
17) 石畝・前掲注5)引用文献 153頁以下は， r格統を原因事実として遺産共有となっ
た可分債権の帰属Jと「遺産共有状態にある不動産が生み出す賃料俵権の帰属」と
を区別すべきであって，本稿で先例として紹介する「法律上当然分割」の準則は，
最高裁平成 17年判決の基礎を直接に構成するものではないとする。
18) 右近健男「民法898条・ 899条(遺産共有)J広中俊雄ロ星野英一編 f民法典の
百年 IV~ (有斐閣， 1ヲ98年)253]f以下参照。
19) 民録26輯2068頁。下線は筆者(傍点は削除した)。
20) 民集8巻4号 820支。下線は筆者。
21) 半日時 1859号63賞。下線は雲表者。
22) 招続財産の「共有J(民法8ヲ8条)の性質を民法249条以下lこ規定する「共有J
と異ならないとした判例(最判昭和 30年5fl 31日民集9巻6号793頁)，共同相
続人閤の相続回復議求権の行使に関する大法廷判決(最大判昭和 53年 12月初日
民集32巻9号 1674頁)等を参照されたい。
23) 被相続人の子は合計4名であったが， X" X2， A以外の 1名は，生前贈与を?受
けており，総統分がないことをケ認めたため，上記3名で遺産分割j協議がなされたよ
うである。
24) 本件土地の所有者となったX，が土地の明渡しおよび遺産分割審判確定後の賃料
の支払いを求めるとともに，遺産分割前の気料につき， Xらが各自の相続分に応じ
た支払いぞ求めたものである。本稿の直接の縄題関心ではないが，後に検討する最
高裁平成 17年判決では，相続開始後から遺産分割までに生じた賃料債権の帰属に
ついては，棺続分に応じた分割単独僕権とされており，遺産分割の滋及効がその限
りでは否定された。この毒事案のXらは，いわば，最高裁王子成 17年判決を先取りす
るかのような主張をしていたともいえる。
25) 判Js寺613号73頁。下線は筆者。
26) 半日時708号 61]f。
27) 学jタ394号 129亥。
28) Yらは，解除機が催告後，久しく行使されなかったので，権利失効の原則によっ
て解除権が失効したと主張したが，神戸地裁はこれを認めなかった。
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29) 谷口知平=五十嵐清編『新絞注釈民法 (13)債権 (4)](山下米人) (有斐閣，
1996年)669]言。
30) 我婆・前掲注3)引用書398頁，淡路側久『債権総論.1(有斐閣， 2002年)329頁
以下等参照。
31) 我妻・前掲注 3)引用警414賞。
32) 我妻栄『債権各論上巻(民法講義 Vl).l(岩波書感， 1954年)187頁。下級審裁
判例ではあるが，実務においても共悶賃貸人の一人による解除は無効であると解さ
れている(東京高判昭和 35年8月1日下民集 11巻 8号 1621頁，仙台高判昭和43
年8月12白下民集 19巻 7=8号472頁参照)。
33) 最判昭和 39年2月25日民集 18巻 2号 329]f参照。
34) 民録24職446賞。下線は筆者。
35) 連帯債務といえども，債務者の数だけ{資務関係があると考えるのが，今日の遊説
である。したがって，分割債権関係では，債権者の数だけ債権関係があると考える
べきこととなるであろう。なお，連帯債務の個数論lこっき，椿寿夫「連帯僚務の解
釈論j悶『椿寿夫著作集1 多数当事者の債権関係.1(信山:t]:， 2006年)74資以下
参照(初出は，西村信雄編『注釈民法 (11)僚機 (2).1(有斐閣， 1965年))。
36) この問題は，仮に共同相続人の一人による分割j僚権者としての催告を，共同相続
人会員の分割債権の総和に対する f過小催告Jと位置づけることができたとしても
問じであろう。周知の通仇 過小催告の取扱いについては，次のようにいわれてい
る。「過小催告も，債務の同一性がわかれば， もちろん有効である。ただ，この場
合には，解除は，原則として，催告に示された数量だけについて生ずるといわねば
ならない。けだし，債権者は，債務者の給付すべき数盤の一部について， とくに速
に履行すべきことを?促がす(そしてその部分についてだけ解除する)ことも自由だ
からであるJ(我妻・前掲注32)引用書 159頁)。ー俄の僕務についてもこのように
考えられるのであるから，分割債権が東になったような状態であれば，一部催告に
基づく一部解除と評価される可能性がますます高し一つの賃貸借契約との魁録が
大きくなるといわざるをえない。
37) 渡辺・前掲主主5)引用文献5頁では， r従来の賃料振込口座(相続預金)とは別
に，振込食料の受け皿としての預金口E認を開設するということは，ごく普通の処理
でありめずらしいことではないJとされる。
38) 賃貸人と賃借入が近隣で生活している場合を除き，賃貸人に関する相続開始の毒事
実やその相続人の範四・法定相続分を知っている可能性は限りなく低いであろう。
39) 東京高判昭和 32年8月24B下民集8巻 8号 1597頁参照。売翼による賃貸人の
地位の承継の毒草案であるが，参考になるものと恩われる。
40) 先に紹介した裁判例[1 1において，賃借入Yは，共同賃借入の一人である Aに
対する賃料の支払いが，債権の準占有者に対する弁済にあたるという主張をとしてい
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た。裁判iにおいては，その点に関する判断が示される以前iこ，不可分債権のf受賞を
認めることでYが勝訴したが，起こりうるケースの参考になると思われるので，
紹介しておこう。 fAは，儀兵衛(被相続人一一筆者注)の生前から，専ら本件宅
地の地代取立，主主料増額等の交渉をなしてきた者であり，儀兵衛死後も， Yに対し
『父が死んで私の代となったからよろしく』と地主たる地位の承継を告げた。/儀
兵衛がー織に居住していたのは長男のAだけであったし， Xらは他に嫁してしまっ
て， Y{ま他lこ共同相続人がいるのかどうか会〈知らなかった。/しかも儀兵衛の死
後も，賃料ると取立てに来たAに支払うと，儀兵衛が生前使用していたのと同ーの
印鑑を押捺した領収蓄を交付され，儀兵衛の死亡の前後を通じてその態容に会〈変
化はみられなかったのであるから， YがAを真正な賃料僚機者だと誤信したのも
当然であるJC判時 613号 71頁)。
41) 下氏集2巻 6努 807頁。
42) 渡辺・前掲注5)引F詩文献5頁参娘。
43) f地主(家主)の死亡や賃料債権の譲渡の通知を受ける等， :t也代(家賃)の支払
先が分からなくなった場合にする供託は， どのようにしたらよいですかJC情報番
号 5111)2頁以下 (http://houmukyoku.moj‘go.jp/homu/static/kyoutaku.htmD。
遅延損答金については触れていないが，ほ (;f同じ内容を，法務省民事局の HP
Chttp://www.moj.go.jp/MINJI!minji07.htmDでも参照可能である(以上， 2006年
4月21臼現夜)。
44) 判タ 709号 2101要。下線は筆者。
45) 金判 1210号29頁。下線は筆者。
46) 判官寺954号 41頁。下線は筆者。
47) 潮見俊男『債権総論〔第3版JI一一債権保全・回収・保証・帰属変更一一』
(信山社， 2005年)539頁。同旨の椿論稿につき，前掲注 15)参照。
48) 椿・前掲注 16)引用箇所および内問・前掲注5)引用文献 19頁参照。
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